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九州運輸局メールマガジン 平成２３年９月８日 第１３７号 

～九州の明日を拓く運輸と観光～ 

九州運輸局ＨＰアドレス  http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/ 

 

いつも九州運輸局メールマガジンをご覧いただき誠にありがとうございます。 
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☆総合案内 

《職員採用情報》 

・「精神障害者の職場体験学習」にかかる実習生の募集について 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/saiyou/pdf/syokubataiken.pdf 

 

☆各種情報 

《入札・契約情報》 

・企画競争実施公示（９／６付け、９／７付け分） 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/nyusatsu/list2.html#KIKAKU_KOUJI 

 

・企画競争結果の公表 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/nyusatsu/pdf/kikaku_kekka/110902_1.pdf 

 

・入札結果の公表 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/nyusatsu/pdf/nyusatsu_kekka/1108_1.pdf 

 

・契約結果に係る情報の公表 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/nyusatsu/pdf/keiyaku_kekka/1108_1.pdf 

 

☆分野別情報 

《鉄道》 

・「九州新幹線概要図」及び「管内路線図」の更新 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/m_tetsudou.html 

 

《自動車》 

・整備主任者研修資料（平成２３年度版） 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/gyoumu/jidousya_g/file02.htm 

 



 

☆報道発表 

・交通環境対策アクションプランを策定！ 

～九州運輸局 平成２３年度版～ 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/press/pdf/2011-0902_kankyou.pdf 

 

☆お知らせ 

・九州運輸局人事異動一覧（平成２３年９月１日付け） 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/osirase/files/2011-0901_jinji.pdf 

 

・自動車重量税印紙の買い戻しを行います（財務省） 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/osirase/file001_022/2011-0905-giankanri.htm 

 

・平成２３年度第１回自動車検査員教習修了者について（公示） 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/osirase/files/2011-0907-seibi.pdf 
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２ 現場リポート 
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----------------------------------------------------------------------- 

▼▼「備えあれば憂いなし」の実践を！！▼▼ 

～平成２３年度九州運輸局防災訓練～ 

----------------------------------------------------------------------- 

３月１１日の東日本大震災以降、防災意識がかなり高まっています。 
災害が発生した場合においては、国の行政機関、地方公共団体、その他の公共 
交通機関等が一体となって、国民と連携しつつ対応することが求められていま 
す。 

  
こうした中、九州運輸局では、「防災の日」の９月１日に毎年防災訓練を実施 
しています。 
 
例年、訓練開始は勤務時間内に実施しておりましたが、今年は、午前７時３０ 
分に、福岡県福岡市内（北緯３３．５度、緯度１３０．５度）を震源とするマ 
グニチュード７．２の地震が発生したとの想定のもと、災害対策本部員（本部 
長･運輸局長）及び関係職員の非常参集訓練から開始をし、その他、福岡運輸 
支局及び各運輸支局・事務所、運輸・観光関係業界等と連携し、災害発生時に 
おける初動体制等、危機管理体制の確立、被災情報の収集・伝達、緊急物資輸 
送の実施に係る連絡調整、緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）による 
支援活動の検討など、災害発生時においてとるべき行動が迅速かつ円滑に行え 
るか確認すること等を目的として実施しました。 

  
訓練の実施にあたっては、非常参集訓練では、実際に交通機関が麻痺している 
ことを想定し、途中徒歩による通勤や、本局庁舎勤務職員を対象に「緊急地震 
速報受信時対応行動訓練用キット」を用いた対応行動訓練、被害状況の情報収 
集連絡等に衛星携帯電話を利用するなど、訓練そのものが形式的なものとなら 
ないよう、より実践的なシナリオの作成に努めました。 

 

訓練終了後には、訓練に参加した職員による意見交換や訓練参加機関等からの 
アンケートによる意見聴取等を通じ、訓練の客観的な分析・評価を行い、課題 
等を明らかにするとともに、今後の訓練のあり方や実効性のある防災組織体制 



の維持・整備に反映させていくことを確認しました。 

  
災害の未然防止と被害の軽減を図るためには、日頃から災害に対する備えを心 
がけ、発災時には自ら身の安全を守るために、各自治体が作成しているハザー 
ドマップを利用した避難場所の確認等、自主防災が重要です。 

  
九州運輸局では、今後もこうした訓練等を通じ、防災意識の高揚、防災知識の 
普及等に一層努めてまいりたいと考えております。 
  
 
※防災訓練の模様は、次のＵＲＬからご覧になれます。 
http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/mail_magazine/pdf/photo/photo_137_1.pdf 
 
 （九州運輸局総務部 安全防災・危機管理調整官） 

  
----------------------------------------------------------------------- 

▼▼ロイヤル・カリビアン・クルーズ社の2012年アジアクルーズ説明会を開催▼▼ 

----------------------------------------------------------------------- 

九州運輸局及び九州観光推進機構は、九州へのクルーズ船誘致の一環として、 

「ロイヤル・カリビアン・クルーズ社 ２０１２年アジアクルーズ説明会」を開 

催しました。 

 

九州に寄港する外国クルーズ船は、近年増加傾向にありましたが、本年３月に発 

生しました東日本大震災により、寄港中止が相次ぎ、予定回数１２２回が５５回 

（８月３１日時点、九州運輸局調べ）へと大幅に減少しました。 

 

このため、九州運輸局では九州観光推進機構及び九州各県、また、クルーズ関係 

事業者の皆様と連携し、本年度のビジットジャパン事業で「クルーズ・シッピン 

グ・アジアコンベンション２０１１」への出展やクルーズキーパーソン招請事業 

を予定しており、来年以降の寄港について、積極的に働きかけを行うこととして 

います。 

 

このような中、ロイヤル・カリビアン・クルーズ社のベイリー副社長が９月５日、 

来福されることになり、同社による来年の日本への寄港計画等に関する説明を頂 

くべく、福岡市内のホテルにおいて、九州内の各県及び政令市等の幹部などを含 

めた観光関係者の参加をいただき、来年の運航説明会及び歓迎レセプションを開 

催しました。 

 

説明会では、来年「レジェンド・オブ・ザ・シーズ号」に加え、新たに１３万トン 

級「ボイジャー・オブ・ザ・シーズ号（総乗客定員 3,838 人）」を東アジアクル 

ーズに投入し、九州では博多港に１５回、長崎港に９回寄港させることなどが発 

表されました。 

 

引き続き開催した歓迎レセプションでは、玉木局長をはじめ、九州観光推進機構 

の大江本部長や浜田別府市長、長崎、大分、鹿児島県の副知事等多くの自治体関 

係者、また、旅行事業者など九州各地から様々な立場のクルーズ関係者が参集し、 

さらには沖縄、神戸、大阪の各港関係者も参加し、活発な意見交換が行われまし 

た。 

 

今後は、今回発表されたクルーズ船の大型化や、寄港回数の増加などにより、ア 



ジア各国を中心に、さらに多くの外国人旅行者が九州を訪問することが期待され 

ます。 

 

九州運輸局は、今後も、東アジアを中心に、九州観光の魅力を効果的かつ様々な 

形で海外に発信し、九州の認知度向上及び観光客誘致に積極的に取り組んで参り 

ます。 

 

※説明会及び歓迎レセプションの模様は、次のＵＲLからご覧いただけます。 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/mail_magazine/pdf/photo/photo_137_2.pdf 
 

（企画観光部 国際観光課） 
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３ 国土交通省からのお知らせ情報  
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○「災害から国民の生命と暮らしを守る国土づくり」 

～平成２２年度 国土交通白書～ 

 

今年の国土交通白書は、東日本大震災の発生に対する国土交通省の初動・応急復 

旧対応、被災者支援、経済被害等への対応、被災地の復旧に向けた課題等を、「未 

曾有の大震災と国土交通省の総力対応」として、その概要を報告しています。 

 

そのうえで、東日本大震災の教訓を活かした災害対策の総点検の必要性、広がる 

自然の猛威、地域社会の災害に対する脆弱性、津波対策の強化、広域的な大規模 

災害による被害軽減といった次なる災害への備えを、「災害に強い国土づくりに 

向けた課題」として解説しています。 

 

＜第１章＞ 未曾有の大震災と国土交通省の総力対応 

[1] 東日本大震災の発生 

・観測史上最大の巨大地震と大津波による甚大な被害が発生しました。相馬市で 

は観測史上の最高値の津波高 9.3ｍ以上、宮古市等では津波の遡上高 30m 以上が 

観測されました。 

・東日本大震災における死者・行方不明者は、阪神淡路大震災を大きく上回る戦 

後最大の被害となりました。沿岸部での犠牲者が 99％、死者の５割は高齢者でし 

た。 

・経済活動への深刻な影響として、訪日外客数が３月に前年比 50％減、４月に同 

63％減と、過去 50 年間で最大の減少幅となり、東北・北関東に寄港する外貿定 

期コンテナの貨物量(7 月）は、前年比 83％減となりました。 

 

[2] 国土交通省の総力対応 

・広範囲にわたる被災地、自治体の被災、二次災害の危険に対し、人員・手段を 

結集し、人命救助、被災者・国人の生活支援を最優先に、持てる手段を総動員し、 

自治体・民間と緊密に連携して対応しました。 

・沿岸部に広がる被災地の孤立解消を一刻も早く行うため、陸(道路)・海(港湾）・ 

空（仙台空港）について、緊急啓開活動を行いました。 

・物資不足など困窮する被災者や国民生活支援のため、官民を挙げて、物資輸送 

（食料品、飲料水、石油等）、様々な交通手段（鉄道、トラック、船舶、バス等） 

の確保等を連携して展開しました。 

・被災者の住宅確保のために、応急仮設住宅の建設、公営住宅等の確保、民間賃 



貸住宅の借り上げ対策の促進等を行いました。 

・道路、河川、港湾等のがれきの撤去、建設労働力・資機材の確保などにより、 

迅速かつ円滑な復旧活動の確保を行いました。 

・その他、官民が連携した震災対応を、２１のコラムとして紹介しています。 

 

＜第２章＞ 災害に強い国土づくりに向けた課題 

[1] 広がる自然の猛威 

・今後 30 年以内の地震発生確率の程度は、東海地震 87％、東南海地震 70％、南 

海地震 60％、首都圏直下地震 70%とされています。政府は、これらが発生した場 

合の被害想定を公表し、その被害軽減に向けた対策を強化してきています。 

今後更に、東日本大震災の教訓を活かし、被害軽減に効果がある対策を優先的に 

進めていく必要があります。 

・新燃岳や桜島等の爆発的な噴火が繰り返されています。さらに、集中豪雨の頻 

度も増加し、洪水等による被害の拡大が予想されます。今後、ハード対策の重点 

的な実施とともに、迅速かつ的確な災害情報の伝達といった警戒避難体制の整備 

が必要です。 

 

[2] 住宅・インフラ等の耐震不足 

・住宅、建築物の耐震化は、地震から命を守る上で最も効果的な対策ですが、 

1981 年の新耐震基準以前の建物の中には依然として耐震性が不足しているものが 

多くあり、耐震化の促進は喫緊の課題であります。 

・公共インフラは、災害時の応急活動を支える重要な基盤ですが、その耐震化は、 

在来線鉄道 92％、道路 74％、港湾 65％に対し、空港 40％、下水道施設 14％の状 

況から十分とは言えず、重点的に取組を進めていく必要があります。 

 

[3] 津波避難対策などの強化 

・全国 653 の沿岸市町村の津波ハザードマップの整備状況は、整備済 53％、未整 

備 47％となっており、同様に津波避難ビルの指定状況は、指定済 21％、未指定 

74％で、いずれも現状において十分な水準とは言えません。今般の大津波におい 

て、鉄筋コンクリート構造物などの被害の詳細な実態調査を踏まえて、民間のビ 

ルやマンションも含め津波避難ビルとしての利用促進や新たな避難施設・避難路 

の整備を図る必要があります。 

 

■国土交通白書の全体版については、ホームページをご覧下さい。 

http://www.mlit.go.jp/statistics/file000004.html 

 

注）この記事は、平成２３年８月２９日付け国土交通省メールマガジンから転載 

しています。 
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【編集部より】 

編集部では、運輸と観光行政に関する取組や話題、イベントの案内、地域の情報 

等、本メールマガジンへの掲載記事を広く募集しています。お気軽にご投稿くだ 

さい。 

 

九州運輸局メールマガジン編集部（九州運輸局総務部内） 

mail : mm-kyushu@qst.mlit.go.jp 

Tel:092-472-2312   Fax:092-471-7192 
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▼九州運輸局メールマガジンのバックナンバー閲覧はこちらから▼  

http://wwwtb.mlit.go.jp/kyushu/mail_magazine/top.html 
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